
E  特約条項
　

1 本物件および付帯設備に関する小修繕に関する費用負担は、裏面に記載する賃貸借契約書第12条に定めるとおりとします。

①黄色は選択または手打ち入力、水色は自動入力です。入力内容が正しいか確認して下さい。 2 借主は善良なる管理者の注意義務をもって本賃貸借物件を管理し使用しなければなりません。（善管注意義務）

【標記】 ②全て入力が終わりましたら、印刷時に左上の全選択をクリックして塗りつぶしを無しに設定して下さい。 3 甲および乙は、賃貸契約の原状回復に関する費用負担の一般原則が次のとおりであることを確認します。

　　　①賃借人の故意または過失、善管注意義務違反、その他の通常の使用方法を超えるような損耗等については、賃借人が負担すべき費用となること。

Ａ　物件の表示 　　　②建物・付帯設備等の自然的な劣化・損耗等（自然損耗・経年劣化）および賃借人の通常の使用により生じる損耗等（通常損耗）については、賃貸人が負担すべき費用となること。

4 乙は、前号②の例外として、本物件の明渡し時に、契約期間や汚損の程度にかかわらず、本物件の室内クリーニングおよび補修工事に

１．建物 要する費用のうち、金

5 室内クリーニングおよび補修工事等は、甲又は甲の指定した業者が行うものとし、乙自ら行うことはできないものとします。

6 入居期間中、住宅総合保険は必ず更新を行って下さい。（2年毎）

7 本貸室の鍵はすべて借主にお渡しします。貸主（管理会社）は本貸室の管理キーを保管しないため、借主からの開錠要請には応じられません。

（開錠が必要な場合は提携業者にて有料で提携業者にて有料で破錠対応となります）。

8 借主が保証人代行会社等を利用する場合は、賃貸借契約中の全期間、借主の費用で保証契約を継続することとします。

9 保管場所使用承諾証明書（車庫証明）の発行時に、発行事務手数料・3,300円／1枚（税込）をお支払いただきます。

10 契約書の不読・不知による理由で本契約に基づく債務を免れることはできません。

11 借主都合により契約期間の始期より1年未満で解約となった場合、賃料の 1

12 駐車場・駐輪場等でおきた盗難・毀損・汚損・接触事故等については、貸主は一切の責任を負いません。また、管理上必要がある時は

２．敷地内駐車場・駐輪場 貸主（管理会社）は車両の移動もしくは駐車位置の変更することができますが、借主からの申し入れによる変更はできません。

13 借主の都合により契約名義を変更する場合は、再審査及び再契約となり費用が別途発生します。

借主は貸主より事前承認を受けた上で、1ヶ月前までに次の契約者情報を書面にて届け出るものとします。

14 入居時に畳の交換をしていない為、退去時に借主による畳替えの費用負担はありません。

Ｂ　賃貸借契約条件

１．契約期間 F　　入居者に関する事項

２．賃料等ならびに契約一時金  （単位：円）

【調印欄】

賃貸人　（甲）

３．契約更新等に関する事項

４．契約期間内解約・契約満了予告期間に関する事項 賃借人　（乙） 賃借人（乙）の緊急連絡先

５．支払いに関する事項

6．保証会社に関する事項
媒介する宅地建物取引業者　① 媒介する宅地建物取引業者　②

C　管理に関する事項　

D　設備の状況有無・設備状況　

宅地建物取引士 宅地建物取引士

    

業務に従事する事務所 御殿場市東田中1-18-15-2Ｆ 業務に従事する事務所

登録番号 （神奈川県知事）第　067853　号 登録番号

照明器具 有 エアコン 有

排水 直流 浴室 有

氏名 山口 勝也 氏名飲用水 御殿場市水道料金お客様センター ０５５０－８２－４６２６ トイレ 有 電話 設置可

免許証番号 静岡県知事（7）10720号 免許証番号

ガス ＴＯＫＡＩ　（ＬＰＧ） ０１２０－９８７－２４２ コンロ 無 給湯機器 有

取扱店ＴＥＬ 0550-82-7777 取扱店ＴＥＬ

電気 東京電力エナジーパートナー㈱　0120-995-001 台所 有 洗面台 有

主たる事務所
住所 静岡県三島市南田町2-31

取扱店 アパマンショップ御殿場店 取扱店

商号 株式会社アーネスト　管理部
連絡先 055-983-3930 主たる事務所 静岡県三島市南田町2-31

代表者の氏名 土屋　昭次 代表者の氏名

家賃債務保証会社 エポスカード

商号又は名称 株式会社アーネスト 商号又は名称

勤務先 株式会社太陽エンタープライズ
静岡銀行 三島支店 普通 0932456 株式会社アーネスト

カブシキガイシャアーネスト

振込口座
銀行名 支店名 預金 口座番号 受取人名義

携帯電話 090-1985-0433 ＴＥＬ 090-8137-5311

支払方法 自動引落し 支払期日 毎月 27日 までに翌月分を支払うものとする

申入れ日の翌月末まで
ＴＥＬ 090-1985-0433

生年月日

賃借人(乙)との関係 父
1974/2/22

氏名 中村 元

契約期間満了に伴う
契約終了の場合

満了日から 1 ヶ月 前までに予告すること
契約終了の申入れが予告期間に
満たなかった場合の空室損料

49 才 男 75 才

フリガナ ナカムラ ハジメ 性別 年齢解約の申入れが予告期間に
満たなかった場合の空室損料

申入れ日の翌月末まで フリガナ ナカムラ トモユキ 性別 年齢

氏名 ㊞ 男

エポスカード

賃料計算 １ヶ月の日数
住所 愛知県江南市東野町新田東 ３６ 

契約期間内解約
の場合

解約日から 1 ヶ月 前までに予告すること

ＴＥＬ 090-1296-3470　代理人電話番号：055-983-3930

１ヶ月未満の 入居時：日割計算 退去時：月割計算 日割計算の場合の 30日
住所 静岡県掛川市杉谷２丁目 ６－７ カーサプリマアベーラ２０３

保証会社名

更新料 20,000 円 更新書類の有無 無 ＊別途住宅保険、保証会社の更新あり

\ 206,640 （内消費税：¥14,700)

フリガナ

氏名 合同会社グラーヴェ　代理人　株式会社アーネスト　代表取締役 土屋 昭次 ㊞

   

月額合計(税込) \ 50,870 （内消費税：¥ 80) 一時金合計(税込)

    

住所 静岡県御殿場市二枚橋３０９－１０グラーヴェＭ２　代理人住所：静岡県三島市南田町２－３１

 

    

  防虫施工  \25,300 （内消費税：¥2,300)

月次保証料  \990 （内消費税：¥ 0) 定額クリーニング費  \66,000 （内消費税：¥6,000)

安心サポート２４利用料  \880 （内消費税：¥ 80) 初回保証料（後日お支払）  \24,940 （内消費税：¥0)

（内消費税：¥1,500)

合計

 

1名

 駐車料（1台分）  \0 （内消費税：¥ 0) 鍵交換費用  \16,500

共益費  \0 （内消費税：¥ 0) 住宅保険料（後日お支払）  \20,000 （内消費税：¥0)

（内消費税：¥4,900)

 

＜月額費用＞ ＜契約一時金＞
項目 金額 項目

 

 

中村 智行 本人 49才

家賃  \49,000 （内消費税：¥ 0) 仲介手数料  \53,900

氏名 続柄 年齢 勤務先 連絡先

金額

053-413-3777株式会社太陽エンタープライズ

駐輪場番号 車種・防犯登録番号

契約期間 2023年12月11日 から起算して 2025年12月31日 まで 2

駐車場番号 車種・車輌番号  　

駐車場番号 車種・車輌番号  　

年間

構造 軽量鉄骨造  2階建  2階部分

賃貸借面積 約 33㎡ 間取り 2DK 建物用途 住居用

66,000

名称 フレグランス芦原 部屋番号 ２０１

所在 静岡県御殿場市新橋１８４９－１

適格請求書発行事業者番号　Ｔ5080101006792

ヶ月分を短期解約違約金として貸主に支払うこととします。

円（税込）を乙の負担部分として甲に対し支払うものとします。

　[普通] 建物賃貸借契約書 (住居用・媒介) 契約No： 5053-7450
この建物賃貸借契約書は、住居用・媒介の普通借家契約の場合に使用します。その他の場合は、別の建物賃貸借契約書を使用しますのでご注意ください。

担当者： 渡邊 一輝

　賃貸人（以下、「甲」という）と賃借人（以下、「乙」という）は、下記【標記】に記載する賃貸借の目的物件（以下、「本物件」という）について、
裏面に記載する建物賃貸借約款の内容を十分に理解し、双方合意のうえ賃貸借契約（以下、「本契約」という）を締結しました。
よって、その証として本契約書を２通作成し、署名または記名・押印のうえ甲乙各１通を保有します。



　[普通] 建物賃貸借契約約款（住居用）
第１条（契約期間） （２）乙または連帯保証人（以下、「丙」といいます。）の住所、氏名、電話番 第１６条（契約の消滅） ７．乙が本契約期間中に甲の承諾を得て、乙の負担にて本物件の改装・改良等を行
本契約の契約期間は、【標記】Ｂに記載された契約期間とします。 　　　号、メールアドレス、勤務先その他に変更が生じたとき 天災、地変、その他甲の責めに帰すことのできない事由により、本物件の通常の使 　　い、明渡し時にその価値が現存する場合であっても、乙は支出した費用または

（３）乙または丙について、死亡、後見開始・保佐開始の審判または破産・民事 用が不能となり、本契約の目的が達成できない場合、または、都市計画等により本 　　価値の増加額の支払いを甲に請求することはできません。
第２条（使用目的） 　　　再生・会社更生・特別清算等の事由が生じたとき 物件が収用、使用制限され、本契約を維持することができなくなった場合は、本契 ８．本契約の終了後においても、乙が直ちに本物件を明け渡さなかったときは、乙
本物件の使用は、【標記】Ａに記載された用途に限り、【標記】Ｆに記載された入 （４）本物件の建物または設備を、汚損・破損もしくは滅失させたとき、または 約は当然に終了します。また、それによって乙に生じた損害については、甲はその 　　は本契約終了日の翌日から明渡し完了日に至るまでの賃料の倍額に相当する損
居者（以下、「入居者」といいます。）のみが入居できます。 　　　破損等のおそれが生じ修理・修繕を要するとき 責めを負わないものとします。 　　害金、およびこれにより甲が被った一切の損害を賠償するものとします。

第３条（賃料および共益費等の支払い） 第１１条（禁止事項） 第１７条（更新および更新料） 第２１条（立ち入り）
１．乙は【標記】B－２の賃料、共益費、駐車場賃料、その他料金（以下、「賃料等」乙は、本物件および付帯設備の使用について、次の各号に掲げる行為を行ってはな １．甲および乙が、相手方に対し、本契約第１９条第１項および第４項に定める期 １．甲または甲が指定した者は、本物件の保守、保全、防火、防犯等の管理上特に
　　といいます。）を【標記】B－５に記載された甲が指定する支払方法（別途締結 らないものとします。 　　限までに、本契約を更新しない旨の書面による通知を行わなかった場合、本契 　　必要があるときは、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件内に立ち入ることがで
　　する保証委託契約・支払委託契約等により支払方法が定められている場合には、 （１）甲の承諾なしに、入居者以外の第三者に使用（同居）もしくは占有させたり、 　　約は自動的に更新され、賃貸借期間満了日の翌日から同一条件で２年間継続し、 　　きます。なお、この場合、乙は正当な理由がある場合を除き、立ち入りを拒否
　　その方法）にて、支払期日までに支払います。 　　　居住または宿泊させる行為（民泊）や、入居者を変更したりすること 　　以後も同様とします。　 　　することができないものとします。
２．１ヶ月未満の賃料等の支払いについては、【標記】Ｂ－４に記載された賃料計算 （２）甲の承諾なしに賃借権の譲渡、転貸または使用貸借等をすること ２．本契約が更新（前項の自動更新および借地借家法の法定更新を含む。）された ２．甲または甲が指定した者は、火災、地震、漏水、ガス漏れ、救護等の緊急事態
　　により算出します。 （３）本物件および付帯設備に基づく一切の権利について、担保に供すること　　　　 　　場合、乙は、本契約が更新される日までに、甲に対し更新料として、【標記】 　　の発生またはその可能性があるときは、乙の承諾を得ることなく、本物件に立
３．日割り計算による賃料等の支払いについては、月額賃料等×入居日数÷【標記】 （４）付帯設備を本物件以外の場所に持ち出すこと 　　B-3の更新料を支払います。 　　ち入ることができます。その場合、甲は、立ち入り後その旨を速やかに乙に報
　　Ｂ－４に記載された日割計算の日数＝日割金額により算出します。 （５）本物件の増築、改築、移転、看板その他の工作物の取付、改造、工作を伴う 　　告しなければならないものとします。
４．賃料等の支払時に要する口座振替および振込の手数料は、乙の負担とします。 　　　模様替え等により現状の変更をすること 第１８条（契約の解除）

（６）甲の承諾なしに、犬、猫等の動物（観賞用の小鳥、魚等であって明らかに近 １．甲は、乙が賃料等の支払を怠ったときは、相当の期間をもって催告し、その期 第22条（家賃債務保証業者の提供する保証）
第４条（礼金・権利金） 　　　隣に迷惑をかけるおそれのない動物を除く）を持ち込み、または飼育すること 　　間内に乙が履行しないときは、本契約を解除することができます。 【標記】Ｂ-6に記載する家賃債務保証業者の提供する保証を利用する場合には、
乙は、本契約の締結時までに【標記】B-2の礼金または権利金（以下、「礼金等」と （７）違法もしくは公序良俗に反する勧誘・販売活動もしくは振り込め詐欺等の特 ２．乙が、次の各号のいずれかに該当したときは、甲は何らの催告によらず、 家賃債務保証業者が提供する保証の内容については別に定めるところによるもの
いいます。）を甲に支払うものとします。但し、乙は本契約締結後は、甲に対し 　　　殊詐欺を行い、またはその拠点とすること 　　直ちに本契約を解除することができます。 とし、甲及び乙は、本契約締結と同時に当該保証を利用するために必要な手続き
礼金等の返還を求めることはできないものとします。 （８）鉄砲、刀剣類または爆発性、発火性を有する危険な物品等を製造または保管 を取るものとします。

　　　すること （１）入居申込書および本契約書への虚偽記載その他不正な方法により入居したこ
第５条（敷金・保証金） （９）覚醒剤、麻薬、危険ドラッグ（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全 　　　とが判明したとき 第23条（法人等団体契約）
１．乙は、本契約から生じる一切の債務の担保として、本契約の締結時までに【標 　　　性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物）等、興奮、幻 （２）賃料等の支払いを２ヶ月以上遅延したとき １．乙が法人等団体の場合、入居者は役員、従業員およびその家族に限定し、【標
　　記】B-2の敷金または保証金（以下、「敷金等」といいます。）を甲に交付しま 　　　覚、陶酔等の作用を人の精神に及ぼすおそれがある物を製造、販売、使用、 （３）乙が銀行取引停止または手形・小切手の不渡処分を受けたとき 　　記】Ｆに記載するものとします。
　　す。但し、敷金等には利息を付さないものとします。また、乙は賃料等が増額 　　　所持すること （４）乙について、破産・民事再生・会社更生・特別清算またはこれらに類する法 ２．乙は、入居者に変更が生じる場合、甲の書面による承諾を得るものとします。
　　された場合、増額に見合う敷金等の不足分を甲に差し入れなければならないも （１０）本物件を、自ら暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過 　　　的手続の申し立てがあったとき ３．乙は、入居者に対し、本契約における物件の使用等に関する乙の義務を、乙の
　　のとします。 　　　　しない者、暴力団関係企業・団体、総会屋もしくはこれらに準ずる者また （５）騒音、悪臭の発生その他の公衆衛生、風紀を乱す等の近隣の迷惑となる行為、 　　責任と負担により遵守させるものとし、入居者による本契約の違反があった場
２．甲は、乙が本契約から生じる債務を履行しないときは、敷金等をその債務の弁 　　　　はその構成員（以下、これらの者を総して「反社会的勢力」といいます。） 　　　または環境および共同生活の秩序・平穏等を阻害する行為を反復したとき 　　合、乙の契約違反とみなされることに同意します。
　　済に充てることができます。この場合、乙は甲より充当の通知を受けたときか 　　　　の事務所、その他の活動拠点として使用し、もしくは第三者をして反社会的 （６）本契約の各条項の定めに反したとき、または別途定められた細則等がある場
　　ら７日以内に敷金の不足額を甲に交付しなければならないものとします。なお、 　　　　勢力の活動拠点として使用させること 　　　合、これに反したとき 第２4条（遅延損害金等）
　　乙は、本物件を明け渡すまでの間、敷金等をもって賃料、共益費その他の債務 （１１）本物件内および共用部分に、反社会的勢力であることを感知させる名称、 ３．第１項及び前項第２項については、丙その他の第三者から甲に対して賃料等の １．乙は、本契約から生じる金銭債務（賃料等）の支払いを遅延した場合、甲に対
　　との相殺または充当を請求することができないものとします。 　　　　看板等を掲示すること 　　支払いがあったとしても、乙はこれを理由に解除の有効性を争うことができず、 　　し、年１４．６％の割合による遅延損害金を支払うものとします。但し、別途
３．甲は、本物件の明渡し確認後、乙が差し入れた敷金等から未払い賃料等その他 （１２）本物件に反社会的勢力を居住させ、または反復継続して、反社会的勢力を 　　甲は同各項の定めに従い、本契約を解除することができます 　　締結する保証委託契約または支払委託契約等に遅延損害金の定めがある場合は
　　本契約に基づき乙が負担すべき一切の債務を差し引き、その残額をすみやかに 　　　　立ち入らせること ４．甲または乙の一方について、次の各号のいずれかに該当した場合には、その相 　　、その定めによるものとします。
　　乙に返還します。但し、明渡し時の乙の修繕義務に伴う費用負担に関する協議 （１３）本物件および本物件の近隣において、粗野、粗暴等の行為をなして、近隣 　　手方は何らの催告も要せずして、直ちに本契約を解除することができます。 ２．乙は、本契約から生じる金銭債務（賃料等）の支払いを遅延したことにより、
　　が完了していないなど、乙が負担すべき債務の額が確定していない場合には、 　　　　者および他の入居者・管理者に不安感、不快感や迷惑を与えること （１）本契約第２5条の表明保証に反する事実が判明したとき 　　甲または甲が指定した者から電話、メール、文書または訪問等により督促を受
　　確定後に返還します。なお、返還に要する費用（振込手数料等）は、乙が負担 （１４）別途定められた細則等がある場合、これに違反すること （２）本契約締結後に、自らまたは役員（業務執行社員、取締役、執行役またはこ 　　けた場合には、督促１回につき手数料として金３，300円（税込）を甲に
　　します。 　　　れらに準ずる者）が反社会的勢力に該当したとき 　　支払うものとします。
４．乙は、差し入れた敷金等の返還請求権を第三者に譲渡し、あるいは担保に供す 第１２条（修繕義務と費用負担義務） （３）本物件またはその周辺において、暴行、傷害、脅迫、恐喝、器物損壊、監禁
　　ることはできないものとします。 １．甲は、第２項に定めるものを除き、乙が本物件の使用および収益をするために 　　　等の犯罪行為を行ったとき、もしくはその他警察当局の介入を生じさせる行 第２5条（反社会的勢力の排除に関する表明保証）

　　必要な修理・修繕を行うものとします。但し、乙の故意・過失、善管注意義務 　　　為を行ったとき １．甲および乙は、それぞれの相手方に対し、次の各号につき、表明し保証するも
第６条（駐車場等） 　　違反、その他通常の使用方法を超えるような使用による損耗等、乙の責めによ ５．甲は、乙が次の各号のいずれかに該当した場合には、何らの催告も要せずして、 　　のとします。
１．乙は、敷地内の駐車場等（バイク置場および自転車置場を含む。以下同じ）を 　　り必要となった修理・修繕については、乙の費用負担とします。 　　直ちに本契約を解除することができます。 （１）自らが反社会的勢力ではないこと、および本契約締結以降に反社会的勢力に
　　使用する場合、【標記】B-2の賃料を支払い、甲の指定する位置に、甲の承諾を ２．乙は、前項の規定にかかわらず、入居期間中における自然損耗・経年劣化また （１）第１１条第７号から第１３号までに掲げる行為を行ったとき 　　　属しないこと
　　得た車両のみを駐車します。 　　は通常損耗等であっても、次の各号に定める修繕については、甲の承諾を得る （２）自らまたは第三者を利用して、次のいずれかの行為を行ったとき （２）自らの役員が反社会的勢力ではないこと
２．乙は、契約期間内に車両の変更を行う場合、事前に甲に対して通知し、書面に 　　ことなく自らの費用負担において修繕を行うものとし、甲は、次の各号に定 　　①甲に対する暴力的な言動による要求行為 （３）反社会的勢力に自らの名義を利用させ、本契約を締結するものでないこと
　　より承認を得なければなりません。 　　める修繕については、修繕義務を免れます。 　　②甲に対する法的な責任を超えた不当な要求行為 （４）自らまたは第三者を利用して、次の行為をしないこと
３．甲は、天変地変・火災・爆発・飛来・盗難・第三者による損害等、甲の責めに （１） 入居期間中の畳の表替え、襖、障子等の張り替え 　　③甲に対し脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 　　　ア　相手方に対する脅迫的名言動または暴力を用いる行為
　　帰すべからざる事由により乙に損害が生じても、一切その責めを負いません。 （２） 電球、蛍光灯、電池等の消耗品の交換 　　④風説を流布し、偽計又は威力を用いて甲の信用を毀損し、または甲の事業 　　　イ　偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害し、または信用を毀損する
４．乙は、故意または過失により本物件の施設または他に駐車中の車両に損害を （３） バス・トイレ・流し台等の排水の水回りの水垢、カビ等、その清掃・手 　　　を妨害する行為 　　　　　行為
　　与えた場合、直ちにその損害を甲またはその所有者に賠償します。 　　　 入れを怠った結果、生じた汚損、補修、給水・排水栓（パッキン）の交換 　　⑤その他①から④に準ずる行為
５．乙は、「保管場所使用承諾証明書」を必要とする場合、甲に発行を依頼するも （４）鍵を紛失した場合の交換および新設置費用 第２6条（守秘義務及び個人情報保護）
　　のとし、甲は、これに応じるものとします。 （５） その他、付帯設備等の軽微な補修 第１９条（解約の申入れ） １．甲および乙は、本契約により知り得た相手方の秘密事項は正当な理由なく漏ら
　　但し、発行に伴い事務手数料等および郵送費用等実費は、 ３．甲は、第１項の定めにより修繕を行う場合、予め乙に通知するものとし、乙は １．解約月の家賃等は、月の途中で退去しても日割り計算を行わないものとします。 　　し、または盗用してはならないものとします。
　　乙が負担するものとします。 　　正当な理由がない限り、甲が行う修繕について認容し、協力する義務を負い、 ２．乙は、本契約を解約する場合、または契約期間満了日をもって本契約を終了す ２．甲および乙は、個人情報の保護に関する法令およびその他の規範を遵守し、個
６．甲または乙は、駐車場等のみを解約する場合、第１９条および第２０条と同様 　　これを拒否することはできません。この場合、乙が当該修繕の実施を拒否した 　　る場合、【標記】Ｂ-4に記載する予告期限までに、甲に対し書面にて申し入れ 　　人情報の適正な保護と取り扱いをするものとします。
　　の手続きを行います。 　　ことにより、乙に損害が生じたとしても、甲はその責めを負わないものとしま 　　します。この場合、申入れ日の翌月末日（退去月割計算）または契約期間満了日 ３．甲および乙は、前項に定めるところにより事前に本人の同意を得ることなく利
７．甲および乙は、別途駐車場契約または規約等がある場合、その定めによるもの 　　す。 　　をもって、本契約は終了します。 　　用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱い、または個人データを
　　とします。 ４．乙は、本物件が修繕を要するときは、速やかに甲に通知するとともに、甲の指 ３．契約終了月は１か月を単位とし、月の途中に解約の意思表示が到達した時で 　　第三者に提供してはならないものとします。但し、次に掲げる場合はこの限り

　　示に従わなければなりません。この通知を怠り、または遅延したことによって、 　　あっても１か月の経過した日の属する月の末日に契約は終了するものとします。 　　ではありません。
第７条（損害保険等の加入義務） 　　建物または付帯設備等に損害を及ぼしたときは、乙はその損害の全部を賠償 　　また、乙はそれまでの賃料等を支払わなければなりません。 （１）法令に基づく場合
１．乙は、本契約期間中、火災、漏水等の事故に備え、自己の負担にて借家人賠償 　　しなければなりません。 ４．前項の規定にかかわらず、乙が予告した解約日または契約期間満了日の経過前 （２）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の
　　責任保険および個人賠償責任保険に加入します。 ５．乙が前項の通知を行った後、相当期間を経過しても甲が修繕を行わない場合、 　　に本物件を任意で明け渡したときは、本契約はその日をもって終了します。こ 　　　同意を得ることが困難であるとき
２．乙は、本契約を更新する場合、前項に定める保険等についても、自己の負担に 　　乙は、修繕箇所、修繕の必要性および修繕見積金額を書面により甲に通知し、 　　の場合、乙は契約終了日の翌日から、申入れ日の翌月末日までの賃料相当額 （３）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合
　　おいて、更新または再加入します。 　　甲から承諾を得たときは、自ら必要な修繕を行うことができます。 　　または契約期間満了日までの賃料相当額を、甲に支払います。 　　　であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

　　但し、急迫な事情があるときは、甲の承諾を要しないものとします。 ５．甲が乙に対して、解約の申入れをし、乙が承諾した場合は、申入れの日から６ （４）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事
第８条（付帯設備） ６．本物件にかかる電気、ガス、水道の使用料金、汚物塵芥処理の費用、町会費等 　　ヶ月の経過をもって本契約は終了します。但し、甲からの解約申入れ後６ヶ月 　　　務を遂行することに対して協力をする必要がある場合であって、本人の同意
１．本物件の付帯設備は、【標記D】に記載のとおりとします。 　　の費用については、乙または入居者の負担とします。 　　経過前に、乙が甲に対し、本物件を任意で明け渡したときは、その日をもって、 　　　を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき
２．甲は、乙に対して、前項の付帯設備を現状有姿で引き渡すものとし、乙は、経 　　本契約は終了するものとします。
　　年劣化または使用に伴う性能低下・キズ・汚れ等があることを予め了承します。 第１３条（造作等） 第２7条（消費税等）

１．乙は、本物件の造作等について次の各号に該当する場合、予め甲の書面による 第２０条（明渡し、原状回復義務等） 【標記】Ｂに記載する費用のほか、本契約により生じる費用に対する消費税等につ
第９条（乙の善管注意義務） 　　承諾を得るものとします。 １．乙は、解約・解除・期間満了等により本契約が終了した場合、直ちに本物件を いては、法令改正等により消費税等の税率が変更された場合、税率の変更に合わせ
１．乙は、善良なる管理者の注意義務（以下、「善管注意義務」といいます。）を （１）本物件に造作等を設置するとき　 　　明け渡します。 て自動的に変動するものとします。
　　もって本物件および付帯設備を保全し、使用します。 （２）電気、ガス、給排水等の設備の許容量に影響を及ぼす施設、機械器具等を新 ２．乙は、本物件の明渡しに際し、次の各号に定める事項を行います。
２．乙は、本物件について定められた細則等がある場合、これを遵守します。 　　　設付加または変更するとき （１）乙および【標記】Ｆの入居者一覧に記載した者すべての退去 第28条（管轄裁判所）
３．乙（入居者への来訪者等の関係者を含む）が故意・過失または善管注意義務 ２．乙は、前項の規定に従い造作等を設置した場合、当該造作等の買取請求を甲に （２）乙が本物件内に搬入したすべての家財もしくは物品等の収去または搬出 甲および乙は、本契約に関する訴訟の提起等、裁判上の手続きをしようとするとき
　　に違反して、甲または第三者に損害をもたらしたときは、乙の責任において甲 　　対して行うことができないものとします。 （３）本物件内または共用部分の清掃およびゴミ・汚物等の処理 は本物件の所在地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。
　　または当該の第三者にその損害を賠償するものとします。 （４）乙が使用した公共料金等の諸費用の精算

第１４条（賃料等の改定） （５）鍵の返還 第29条（規定外事項）
第１０条（届出または通知事項） １．甲または乙は、本契約期間内においても、協議の上、賃料等の改定をすること （６）その他明渡しに必要な全ての措置 本契約に定めのない事項については、関係法規ならびに慣習に従うものとし、甲と
１．乙は、本物件の引渡し後１４日以内に、入居時における本物件内の建物又は設 　　ができます。 ３．乙は、乙の故意または過失、善管注意義務違反により、本物件もしくは付帯設 乙とは各々の信義を重んじ誠意をもって協議善処します。
　　備に存する汚損・破損等を、甲の指定する方法にて報告するものとします。 ２．甲または乙は、公租公課、諸物価の変動等により、【標記】B-2の賃料等が不相 　　備に損害を与えた場合、甲に対し、その損害を賠償するものとします。なお、
2．乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその旨を甲に届出または 　　当になった場合、前項の規定にかかわらず、相手方に対して賃料等の増額また 　　善管注意義務違反による損害には、通常の使用方法を超える使用による汚損・
　　通知します。 　　は減額を請求できます。 　　破損・損耗（「タバコのヤニによるクロスの汚れ・臭い」、「引っ越し作業等
（１）乙が本物件を１ヶ月以上の長期にわたり不在にするとき 　　で生じた傷」、「結露を放置したことによるカビ」等）を含むものとします。

第１５条（一部滅失等による賃料の減額等） ４．乙は、本物件の明渡しに際して、原則として、自然損耗・経年変化・通常の使
１．本物件の一部が滅失その他の事由により使用できなくなった場合において、そ 　　用方法に伴う損耗について、原状回復義務を負担しないものとします。但し、
　　れが乙の責めに帰することができない事由によるものであるときは、賃料は、 　　本契約に別途特約の定めがある場合には、その定めによるものとします。
　　その使用できなくなった部分の割合に応じて、減額されるものとします。 ５．乙が、本物件を明け渡した後、本物件に残置した物品がある場合、甲は、乙が
　　この場合において、甲および乙は、減額の程度、期間その他必要な事項につい 　　その所有権を放棄したものとして、任意にその物品を処分することができます。
　　て協議するものとします。 　　この場合、乙は一切の異議申立をせず、処分に要した費用を負担します。
２．本物件の一部が滅失その他の事由により使用できなくなった場合において、残 ６．乙は、乙の都合により解約等をする場合、甲に対して、明渡し移転料、立退料、
　　存する部分のみでは乙が賃借をした目的を達することができないときは、乙は、 　　損害賠償料その他名目の如何にかかわらず、本契約に基づく以外の請求は一切
　　本契約を解除することができます。但し、それが乙の責めに帰する事由の場合、 　　行いません。
　　乙の責任において甲に与えた損害を賠償するものとします。

以上


